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保 育 補 助 者 雇 上 強 化 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱  

 

（ 目 的 ）  

第 １ 条  保 育 士 資 格 を 持 た な い 保 育 所 等 に 勤 務 す る 保 育 士 の 補 助 を 行 う 者

（ 以 下 「 保 育 補 助 者 」 と い う 。 ） を 雇 い 上 げ る こ と に よ り 、 保 育 士 の 業

務 負 担 を 軽 減 し 、 保 育 士 の 離 職 防 止 を 図 り 、 保 育 人 材 の 確 保 を 行 う こ と

を 目 的 と す る 。  

２  こ の 補 助 金 の 交 付 に 関 し て は 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 交 付 す る も の と

し 、 補 助 金 等 の 交 付 手 続 等 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 40 年 埼 玉 県 規 則 第 15 号 。

以 下 「 規 則 」 と い う 。 ） に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 要 綱 に 定 め る と こ ろ

に よ る 。  

 

（ 交 付 の 対 象 ）  

第 ２ 条  こ の 補 助 金 の 交 付 の 対 象 は 、 「 埼 玉 県 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 実 施

要 綱 」 別 添 ２ に 定 め る 保 育 補 助 者 雇 上 強 化 事 業 と す る 。  

 

（ 交 付 額 の 算 定 方 法 ）  

第 ３ 条  こ の 補 助 金 の 交 付 額 は 、 次 に よ り 算 出 す る も の と す る 。 た だ し 、

算 出 さ れ た 施 設 ご と の 額 に １ ， ０ ０ ０ 円 未 満 の 端 数 が 生 じ た 場 合 に は 、 こ

れ を 切 り 捨 て る も の と す る 。    

（ １ ） 補 助 基 準 額 及 び 補 助 率 は 別 表 「 補 助 基 準 額 表 」 の と お り と し 、 施 設

ご と に 、 別 表 に 定 め る 基 準 額 と 対 象 経 費 の 実 支 出 額 と 比 較 し て 少 な い 方

の 額 と 、 総 事 業 費 か ら 寄 付 金 そ の 他 の 収 入 額 を 控 除 し た 額 と を 比 較 し て

少 な い 方 の 額 を 選 定 す る 。  

（ ２ ） （ １ ） に よ り 選 定 さ れ た 額 に ８ 分 の ７ を 乗 じ て 得 た 額 の 合 計 額 を 交

付 額 と す る 。  

  

（ 交 付 の 条 件 ）  

第 ４ 条  こ の 補 助 金 の 交 付 の 決 定 に は 、 次 の 条 件 が 付 さ れ る も の と す る 。  

（ １ ） 事 業 内 容 の 変 更 （ 軽 微 な 変 更 を 除 く 。 ） を す る 場 合 に は 、 知 事 の 承

認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

（ ２ ） 事 業 を 中 止 し 、 又 は 廃 止 す る 場 合 に は 、 知 事 の 承 認 を 受 け な け れ ば   

  な ら な い 。  

（ ３ ） 事 業 が 予 定 の 期 間 内 に 完 了 し な い 場 合 又 は 事 業 の 遂 行 が 困 難 に な っ

た 場 合 に は 、 速 や か に 知 事 に 報 告 し て そ の 指 示 を 受 け な け れ ば な ら な

い 。  

（ ４ ） 事 業 に よ り 取 得 し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 不 動 産 及 び そ の 従 物 並 び に

事 業 に よ り 取 得 し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 価 格 が 単 価 ５ ０ 万 円 以 上 の 機

械 、 器 具 及 び そ の 他 の 財 産 に つ い て は 、 補 助 金 等 に 係 る 予 算 の 執 行 の 適

正 化 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 昭 和 30 年 政 令 第 255 号 。 以 下 「 適 正 化 法 施

行 令 」 と い う 。 ） 第 １ ４ 条 第 １ 項 第 ２ 号 の 規 定 に よ り こ ど も 家 庭 庁 長 官

が 別 に 定 め る 期 間 を 経 過 す る ま で 、 知 事 の 承 認 を 受 け な い で 、 こ の 補 助

金 の 交 付 の 目 的 に 反 し て 使 用 し 、 譲 渡 し 、 交 換 し 、 貸 し 付 け 、 担 保 に 供
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し 、 又 は 廃 棄 し て は な ら な い 。  

（ ５ ） 知 事 の 承 認 を 受 け て 財 産 を 処 分 す る こ と に よ り 収 入 が あ っ た 場 合 に  

  は 、 そ の 収 入 の 全 部 又 は 一 部 を 県 に 納 付 さ せ る こ と が あ る 。  

（ ６ ） 事 業 に よ り 取 得 し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 財 産 に つ い て は 、 事 業 完 了

後 に お い て も 善 良 な 管 理 者 の 注 意 を も っ て 管 理 す る と と も に 、 そ の 効

率 的 な 運 営 を 図 ら な け れ ば な ら な い 。  

（ ７ ） 補 助 事 業 完 了 後 に 、 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 申 告 に よ り 補 助 金 に 係

る 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 仕 入 控 除 額 が 確 定 し た 場 合 （ 仕 入 控 除

税 額 が ０ 円 の 場 合 を 含 む 。 ） に は 、 様 式 第 ５ 号 に よ り 速 や か に 知 事 に

報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

ま た 、 補 助 金 に 係 る 仕 入 控 除 税 額 が あ る こ と が 確 定 し た 場 合 に は 、 当

該 仕 入 控 除 税 額 を 県 に 返 納 し な け れ ば な ら な い 。  

（ ８ ） 補 助 金 と 事 業 に 係 る 予 算 及 び 決 算 と の 関 係 を 明 ら か に し た 様 式 第 ６
号 に よ る 調 書 を 作 成 す る と と も に 、事 業 に 係 る 歳 入 及 び 歳 出 に つ い て 証
拠 書 類 を 整 理 し 、 か つ 調 書 及 び 証 拠 書 類 を 補 助 金 の 額 の 確 定 の 日（ 事 業
の 中 止 又 は 廃 止 の 承 認 を 受 け た 場 合 に は 、 そ の 承 認 を 受 け た 日 ） の 属 す
る 年 度 の 終 了 後 ５ 年 間 保 管 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 事 業 に よ り 取
得 し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 不 動 産 及 び そ の 従 物 並 び に 事 業 に よ り 取 得
し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 価 格 が 単 価 ５ ０ 万 円 以 上 の 機 械 、 器 具 及 び そ の
他 の 財 産 が あ る 場 合 は 、 前 記 の 期 間 を 経 過 後 、 当 該 財 産 の 財 産 処 分 が 完
了 す る 日 、又 は 適 正 化 法 施 行 令 第 １ ４ 条 第 １ 項 第 ２ 号 の 規 定 に よ り こ ど
も 家 庭 庁 長 官 が 別 に 定 め る 期 間 を 経 過 す る 日 の い ず れ か 遅 い 日 ま で 保
管 し て お か な け れ ば な ら な い 。 （ ９ ） 市 町 村 が （ １ ） か ら （ ８ ） に よ り
付 し た 条 件 に 違 反 し た 場 合 に は 、こ の 補 助 金 の 全 部 又 は 一 部 を 県 に 納 付
さ せ る こ と が あ る 。  

（ 10） 市 町 村 が 事 業 者 に 対 し て 、 こ の 補 助 金 を 交 付 す る 場 合 に は 、 次 の 条

件 を 付 さ な け れ ば な ら な い 。  

  ア （ １ ） ～ （ ７ ） ま で に 掲 げ る 条 件 。  

    た だ し 、 （ １ ） ～（ ５ ） ま で 及 び（ ７ ） 中「 知 事 」 と あ る の は 「 市

町 村 長 」 と 、 （ ５ ） 及 び（ ７ ） 中「 県 」 と あ る の は「 市 町 村 」 と （ ４ ）

の 規 定 中「 ５ ０ 万 円 」 と あ る の は 、 「 ３ ０ 万 円 」 と 読 み 替 え る も の と

す る 。  

  イ  事 業 に 係 る 収 入 及 び 支 出 を 明 ら か に し た 帳 簿 を 備 え 、 当 該 収 入 及  

   び 支 出 に つ い て 証 拠 書 類 を 整 理 し 、 当 該 帳 簿 及 び 証 拠 書 類 を 補 助 金  

   の 額 の 確 定 の 日 （ 事 業 の 中 止 又 は 廃 止 の 承 認 を 受 け た 場 合 に は 、 そ  

   の 承 認 を 受 け た 日 ） の 属 す る 年 度 の 終 了 後 ５ 年 間 保 管 し て お か な け  

   れ ば な ら な い 。  

    た だ し 、 事 業 に よ り 取 得 し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 不 動 産 及 び そ の

従 物 並 び に 事 業 に よ り 取 得 し 、又 は 効 用 の 増 加 し た 価 格 が 単 価 ３ ０ 万

円 以 上 の 機 械 、 器 具 及 び そ の 他 の 財 産 が あ る 場 合 は 、 前 記 の 期 間 を 経

過 後 、 当 該 財 産 の 財 産 処 分 が 完 了 す る 日 、 又 は 適 正 化 法 施 行 令 第 １ ４

条 第 １ 項 第 ２ 号 の 規 定 に よ り こ ど も 家 庭 庁 長 官 が 別 に 定 め る 期 間 を

経 過 す る 日 の い ず れ か 遅 い 日 ま で 保 管 し て お か な け れ ば な ら な い 。  

（ 11） （ 10） に よ り 付 し た 条 件 に 基 づ き 、 市 町 村 長 が 承 認 又 は 指 示 す る 場  
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  合 に は 、 あ ら か じ め 知 事 の 承 認 又 は 指 示 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  
（ 12） 事 業 者 か ら 財 産 処 分 に よ る 収 入 及 び 補 助 金 に 係 る 消 費 税 及 び 地 方 消

費 税 に 係 る 仕 入 控 除 税 額 の 全 部 又 は 一 部 の 納 付 が あ っ た 場 合 に は 、 そ
の 納 付 額 の 全 部 又 は 一 部 を 県 に 納 付 さ せ る こ と が あ る 。  

（ 13） 事 業 者 が （ 10） に よ り 付 し た 条 件 に 違 反 し た 場 合 に は 、 こ の 補 助 金
の 全 部 又 は 一 部 を 県 に 納 付 さ せ る こ と が あ る 。  

 

（ 申 請 手 続 ）  

第 ５ 条  規 則 第 ４ 条 第 １ 項 の 申 請 書 の 様 式 は 、 様 式 第 １ 号 に よ る も の と し 、

そ の 提 出 期 限 は 、 別 に 定 め る も の と す る 。  

２  規 則 第 ４ 条 第 ２ 項 第 １ 号 か ら 第 ４ 号 ま で に 掲 げ る 事 項 に 係 る 書 類 の 添

付 は 要 し な い 。  

 

（ 変 更 申 請 手 続 ）  

第 ６ 条  こ の 補 助 金 の 交 付 決 定 後 の 事 情 の 変 更 に よ り 、 申 請 の 内 容 を 変 更

し て 交 付 申 請 を 行 う 場 合 に は 、 前 条 の 規 定 を 準 用 す る 。  

 

（ 交 付 決 定 通 知 ）  

第 ７ 条  規 則 第 ７ 条 の 交 付 決 定 通 知 書 の 様 式 は 、 様 式 第 ２ 号 の と お り と す

る 。  

 

（ 補 助 金 の 支 払 ）  

第 ８ 条  こ の 補 助 金 は 、 概 算 払 い を す る こ と が で き る 。  

 

（ 状 況 報 告 ）  

第 ９ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け た 市 町 村 は 、 知 事 の 要 求 が あ っ た と き は 、 補

助 事 業 の 遂 行 状 況 に つ い て 、 当 該 要 求 に 係 る 事 項 を 書 面 で 知 事 に 報 告 し

な け れ ば な ら な い 。  

 

（ 実 績 報 告 ）  

第 １ ０ 条  規 則 第 １ ３ 条 の 事 業 実 績 報 告 書 の 様 式 は 、 様 式 第 ３ 号 の と お り

と し 、 そ の 提 出 期 限 は 、 事 業 完 了 後 （ 第 ４ 条 （ ２ ） に よ り 事 業 の 中 止 又

は 廃 止 の 承 認 を 受 け た 場 合 に は 、 当 該 承 認 通 知 を 受 理 後 ） 速 や か に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。  

 

（ 確 定 通 知 ）  

第 １ １ 条  規 則 第 １ ４ 条 の 確 定 通 知 書 の 様 式 は 、 様 式 第 ４ 号 の と お り と す

る 。  

 

（ 補 助 金 の 返 還 ）  

第 １ ２ 条  県 は 、 交 付 す べ き 補 助 金 の 額 を 確 定 し た 場 合 に お い て 、 既 に そ

の 額 を 超 え る 補 助 金 が 交 付 さ れ て い る と き は 、 期 限 を 定 め て 、 そ の 超 え
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る 部 分 に つ い て 返 還 す る こ と を 命 ず る 。  

 

（ そ の 他 ）  

第 １ ３ 条  特 別 の 事 情 に よ り 、 第 ３ 条 、 第 ５ 条 、 第 ６ 条 及 び 第 １ ０ 条 に 定

め る 算 定 方 法 又 は 手 続 に よ る こ と が で き な い 場 合 に は 、 あ ら か じ め 知 事

の 承 認 を 受 け て そ の 定 め る と こ ろ に よ る も の と す る 。  

 

第 １ ４ 条  こ の 要 綱 に 定 め る ほ か 、 補 助 金 の 交 付 に 関 し 必 要 な 事 項 は 別 途

知 事 が 定 め る 。  

 

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ８ 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ９ 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 

こ の 要 綱 は 、 平 成 ３ ０ 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 

こ の 要 綱 は 、 令 和 元 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 

こ の 要 綱 は 、 令 和 ２ 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 

こ の 要 綱 は 、 令 和 ３ 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 

こ の 要 綱 は 、 令 和 ４ 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 

こ の 要 綱 は 、 令 和 ５ 年 度 分 の 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

 



別 表            

補助基準額表 
補 助 基 準 額 補助対象経費 

 

１ ． 利用定員が121人未満の施設の場合 

  １ か所当たり 年額 2,309,000 円 

※新子育て安心プラ ン 実施計画の採択を 受けた市町村については、  

 以下の額を 適用する 。  

  １ か所当たり 年額 3,079,000 円 

２ ． 利用定員が121人以上の施設の場合 

  １ か所当たり 年額 4,618,000 円 

※新子育て安心プラ ン 実施計画の採択を 受けた市町村については、  

 以下の額を 適用する 。  

  １ か所当たり 年額 6,158,000 円 

 

保育補助者雇上強化

事業を 実施する ため

に必要な報酬、 給料、

職員手当等、 賃金、

共済費、 需用費、 役

務費、 委託料、 使用

料及び賃借料 

 

 

 



様式第１号 

 

  

 第         号 

                       令和  年  月  日 

 

 

（あて先） 

   埼玉県知事       

 

 

                     市町村長        

 

 

令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金の交付申請について 

 

 標記について、下記のとおり補助金の交付をされるよう、補助金等の交付手

続等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

１ 交付申請額    金                      円 

２ 令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金所要額調書（別表１） 

３ 令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金所要額内訳書（別表２） 



様式第２号 

 

 

令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金交付決定通知書 

 

 

                           第         号 

                       令和  年  月  日 

 

 

 市町村長      様 

 

 

                     埼玉県知事        

 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で申請のあった令和  年度

保育補助者雇上強化事業費補助金については、下記のとおり交付します。 

 

 

記 

 

１ 交付金額    金                      円 

２ 支払方法     

３ 条件 

 （１）この補助金は、保育補助者雇上強化事業費補助金交付要綱に基づき交

付するものであること。 

 （２）この補助金は、補助金等の交付手続等に関する規則に規定する間接補

助金に該当するので、同規則の適用があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号 

 

 

第         号 

                       令和  年  月  日 

 

 

（あて先） 

   埼玉県知事        

 

 

                     市町村長        

 

 

令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金の事業実績について 

 

令和  年  月  日付け 第    号で交付決定を受けた令和  

年度保育補助者雇上強化事業費補助事業が完了したので、補助金等の交付手続

等に関する規則第１３条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告し

ます。 

  

記 

 

１ 令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金精算額調書（別表３） 

２ 令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金精算額内訳書（別表４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号 

 

 

 

令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金確定通知書 

 

 

                           第         号 

                       令和  年  月  日 

 

 

 市町村長      様 

 

 

                     埼玉県知事        

 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で交付決定をした令和  年

度保育補助者雇上強化事業費補助金については、令和  年   月   日付

け  第   号による事業実績報告書に基づき、下記のとおり確定します。 

 

 

記 

 

１ 確 定 額        金                      円 

２ 交付決定額      金           円 

３ 差引過不足（△）額  金           円            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号 

 

                           第         号 

                       令和  年  月  日 

 

 埼玉県知事    

 

 

                    市町村長       

 

 

令和  年度消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 

 

 令和 年 月 日＜発番＞により交付決定のあった令和  年度保育補助

者雇上強化事業費補助金について保育補助者雇上強化事業費補助金交付要綱

第４条（７）の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40年埼玉県規則第15号）第１４

条の規定による確定額又は事業実績報告額 

         金     円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係  

 る仕入控除税額（要県費補助金等返還相当額）   

         金   円 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）別添参考となる書類（２の金額の積算内訳等）     

 

 

 

 



様式第６号 

 

令和  年度保育補助者雇上強化事業費補助金調書 
 

                                             市町村名           

 
 

 

県 

 

 

 

 

補助率 

 

市町村 
 

 

 

 

 

備考 
 

歳入 
 

 

歳出 

 

歳出予算科目 

 

交付決定の額 

 

科目 

 

予算現額 

 

収入済額 

 

科目 

  

予算現額 うち県費補

助金相当額 
予算現額 うち県費補

助金相当額 

 

一般会計 

 民生費 

 児童福祉費 

 児童福祉総務費 

円   円 円  円 円 円 円  

（注） 

１．「科目」欄は、県の歳出予算科目の区分に対応する部分まで区分して記載すること。 

２．「予算現額」欄は、歳入にあっては当初予算額、補正予算額等区分を、歳出にあっては当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分

を明らかにして記載すること。 

３．「備考」欄は、参考となるべき事項を適宜記載すること。 



別表1

市町村名：

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 補助基準額 選定額 補助所要額
支出予定額

① ② ③(①-②) ④ ⑤ ⑥ ⑦

円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0 0

（記載上の注意）
1 ①欄から⑦欄には、別表２の②欄から⑧欄の合計額をそれぞれ記入すること。

令和　　年度保育補助者雇上強化事業費補助金所要額調書



別表２　

市町村名：

① ② ③ ④（②-③） ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
か所 円 円 円 円 円 円 円 人

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（記載上の注意）

１．⑦欄は、④欄、⑤欄及び⑥欄を比較し、最も少ない額を記入すること。

２．⑧欄は、⑦欄の額に８分の７を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生じた場合は、施設ごとにこれを切り捨てるものとする。）を記入すること。

令和　　年度保育補助者雇上強化事業費補助金所要額内訳書

対象施設名
対象経費の
支出予定額

補助基準額
保育補助者
配置年月日

保育補助者
配置数

差引額総事業費
寄付金その他
の収入予定額

補助所要額
⑦×７/８

選定額



別表３

市町村名：

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 補助基準額 選定額 補助所要額 交付決定済額 返還額
実支出額

① ② ③(①-②) ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0 0 0

（記載上の注意）
1 ①欄から⑦欄には、別表４の②欄から⑧欄の合計額をそれぞれ記入すること。

令和　　年度保育補助者雇上強化事業費補助金精算額調書



別表４

市町村名：

① ② ③ ④（②-③） ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
か所 円 円 円 円 円 円 円 人

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（記載上の注意）

１．⑦欄は、④欄、⑤欄及び⑥欄を比較し、最も少ない額を記入すること。

２．⑧欄は、⑦欄の額に８分の７を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生じた場合は、施設ごとにこれを切り捨てるものとする。）を記入すること。

令和　　年度保育補助者雇上強化事業費補助金精算額内訳書

対象施設名
対象経費の
実支出額

補助基準額
保育補助者
配置年月日

保育補助者
配置数

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額 選定額

補助所要額
⑦×７/８


